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様  式 

 

 

第１ 農地等の転用（法第４条、第５条） 

  様式第１号 農地法第４条第１項の規定による許可申請書 

  様式第２号 農地法第５条第１項の規定による許可申請書 

  様式第３号 被害防除計画書 

  様式第４号 建築条件付売買予定地に係る申出書 

  様式第５号 （参考）事業計画書 

  様式第６号 （参考）候補地比較検討表 

  様式第７号 （参考）計画地周辺における所有地一覧表 

  様式第８号 （参考）自己住宅等利用計画書 

  様式第９号 農地転用等の通知及び意見書交付願（土地改良区意見書） 

  様式第10号 農地転用に伴う隣接農地関係者同意書 

  様式第11号 確約書 

  様式第12号 施設等保有状況一覧表 

  様式第13号 分譲住宅等工事進捗状況一覧表 

  様式第14号 農地復元に係る誓約書 

  様式第15号 誓約書 

  様式第16号の１ 営農型発電設備の下部の農地における営農計画書 

  様式第16号の２ 営農型発電設備の設置による下部の農地における営農への影響の見込み 

  様式第16号の３ 営農型発電設備の下部の農地において栽培する農作物について必要な知見を有す

る者の意見書 

 



  様式第16号の４ 申請に係る市町で栽培されていない農作物又は生育に時間を要する作物を栽培す

る場合における栽培理由書 

  様式第16号の５ 営農型発電設備の撤去費用を負担することの誓約書 

  様式第16号の６ 下部農地の栽培実績書及び収支報告書の提出に係る誓約書 

  様式第17号 農地法第４条又は第５条の規定による許可申請に係る意見書 

  様式第18号 農地転用申請一覧 

  様式第19号 無断転用事案に係る意見書 

  様式第20号 農地法附則第２項に基づく協議に係る事案の概要書 

  様式第21号 農地法第４条第１項の規定による許可書 

  様式第22号 農地法第４条第１項の規定による許可書（特定建築条件付売買予定地） 

  様式第23号 農地法第４条第１項の許可に係る不許可通知書 

  様式第24号 農地法第４条第１項の許可に係る却下通知書 

  様式第25号 農地法第５条第１項の規定による許可書 

  様式第26号 農地法第５条第１項の規定による許可書（特定建築条件付売買予定地） 

  様式第27号 農地法第５条第１項の許可に係る不許可通知書 

  様式第28号 農地法第５条第１項の許可に係る却下通知書 

  様式第29号 農地法第４条第１項の規定による許可書（一時転用） 

  様式第30号 農地法第４条第１項の規定による許可書（営農型発電を目的とする一時転用） 

  様式第31号 農地法第５条第１項の規定による許可書（一時転用） 

  様式第32号 農地法第５条第１項の規定による許可書（営農型発電を目的とする一時転用） 

  様式第33号 農地法第４条第８項の規定による協議書 

  様式第34号 農地法第５条第４項の規定による協議書 

  様式第35号 法定協議事前調整申出書 

  様式第36号 競公売買受適格証明願 

 

第２ 農地転用許可後の転用事業の促進及び工事完了並びに営農型発電設備に係る報告及び指導 

  様式第37号 農地法第４条又は第５条の許可に係る工事進捗状況報告書 

  様式第38号 農地法第４条又は第５条の許可に係る工事進捗状況報告書（特定建築条件付売買予定

地） 

  様式第39号 基本台帳 

  様式第40号 工事進捗状況報告書等の提出について（督促書） 

  様式第41号 事情聴取通知書 

  様式第42号 勧告書（農業委員会から農地転用許可を受けた者宛て） 

  様式第43号 転用許可後の事後指導報告書 

  様式第44号 農地法第４条又は第５条の許可に係る工事完了届 

  様式第45号 工事完了一覧表 

  様式第46号 営農型発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る栽培実績及び収支報告書 

 

第３ 農地転用許可後の事業計画の変更 

  様式第47号 農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定による許可後の事業計画変更申請書 

  様式第48号 農地転用事業計画変更の承認について（承認書） 

  様式第49号 農地転用事業計画変更の承認について（特定建築条件付売買予定地）（承認書） 



  様式第50号 農地転用事業計画変更の承認について（一時転用）（承認書） 

  様式第51号 農地転用事業計画変更の承認について（営農型発電を目的とする一時転用）（承認書） 

  様式第52号 農地法第５条の規定による許可後の承継を伴う事業計画変更申請書 

  様式第53号 同意書 

  様式第54号 承継についての確約書 

第４ 許可事項の証明、許可書の訂正、許可申請の取下げ及び許可処分の取消し 

  様式第55号 許可事項証明願 

  様式第56号 農地法第４条又は第５条の規定による許可書の訂正願 

  様式第57号 農地法第４条又は第５条の規定による許可申請の取下願 

  様式第58号 農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定による許可申請の取下願の受理について

（受理通知書） 

  様式第59号 農地法第４条又は第５条の規定による許可の取消願 

  様式第60号 農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定による許可の取消願の受理について（受

理通知書） 

 

第５ 農地等の賃貸借の解約等（法第18条） 

  様式第61号 農地法第18条第１項第４号の規定による届出書 

  様式第62号 農地法第18条第１項第４号の規定による届出に係る受理通知書 

  様式第63号 農地法第18条第１項第４号の規定による届出に係る不受理通知書 

  様式第64号 農地法第18条第１項第４号の規定による農地等の賃貸借の解除に係る届出書受理整理

簿 

  様式第65号 農地法第18条第１項の規定による許可申請書 

  様式第66号 農地法第18条第１項の規定による許可申請に係る意見書 

  様式第67号 農地法第18条第１項の許可に係る許可書 

  様式第68号 農地法第18条第１項の許可に係る不許可通知書 

  様式第69号 農地法第18条第１項の許可に係る却下通知書 

  様式第70号 農地法第18条第６項の規定による通知書 

  様式第71号 （参考）合意解約書 

  様式第72号 農地等の賃貸借の解約等の通知（法第18条第６項）受理整理簿 

 

第６ 賃貸借契約の文書化（法第21条） 

  様式第73号 （参考）農地賃貸借契約書 

  様式第74号 （参考）解除条件付農地賃貸借契約書 

  様式第75号 （参考）水田裏作農地賃貸借契約書 

  様式第76号 農地賃貸借契約変更届出書 

  様式第77号 （参考）農地使用貸借契約書 

  様式第78号 （参考）解除条件付農地使用貸借契約書 

  様式第79号 （参考）水田裏作農地使用貸借契約書 

 

第７ 和解の仲介（法第25条～第29条） 

  様式第80号 和解の仲介申立書 

  様式第81号 和解の仲介申立調書 



  様式第82号 和解の仲介の開始通知書（農業委員会から申立人及び被申立人宛て） 

  様式第83号 和解の仲介の開始通知書（農業委員会から知事宛て） 

  様式第84号 和解の仲介の申出書 

  様式第85号 和解の仲介期日等の通知書 

  様式第86号 和解調書 

  様式第87号 和解の仲介の打切決定通知書 

  様式第88号 和解の仲介申立ての取下通知書 

  様式第89号 和解の仲介結果通知書 

  様式第90号 和解の仲介申立簿 

  様式第91号 和解の仲介記録簿 

  様式第92号 和解の仲介の開始通知書（知事から申立人及び被申立人宛て） 

 

第８ 違反転用等への対応（法第51条） 

  様式第93号 勧告書（農業委員会から違反転用者宛て） 

  様式第94号 違反転用事案報告書 

  様式第95号 履行完了届 

  様式第96号 違反転用処理台帳 

  様式第97号 勧告書（知事から違反転用者宛て） 

  様式第98号 処分（命令）書 

  様式第99号 違反転用事案総括表 

  様式第100号 違反転用台帳 

 

第９ その他 

  様式第101号 農地法制限除外の農地の移動届 

  様式第102号 照会書 

  様式第103号 農地の転用事実に関する照会書 

  様式第104号 農地の転用事実に関する調査報告書 

  様式第105号 地目変更登記に係る照会に対する回答書 

  様式第106号 原状回復命令措置の通知書 

  様式第107号 農地への原状回復命令を行わないこととされた事案についての通知書 

  様式第108号 時効取得を原因とする農地についての権利移転又は設定の登記事案調査書 

  様式第109号 通知書（農地法に違反する行為を行っている登記事案） 

 

注 教示文の置換えについて 





































様式第16号の１ 

 

営農型発電設備の下部の農地における営農計画書 

 

    年  月  日作成 

 

営農者（営農型発電設備の下部の農地において営農する者） 

 住所 

 氏名 

 （連絡先           ） 

転用事業者（営農型発電設備を設置する者） 

 住所 

 氏名 

 （連絡先           ） 

 

１ 営農型発電設備の下部の農地及び営農者の概要 

(１) 営農型発電設備の下部の農地の概要 

所在 地番 地目 面積（㎡） 

    

 

(２) 営農型発電設備の下部の農地の営農者の概要 

① 営農型発電設備の下部の農地における営農者の属性 

営農者の属性 該当（○） 

ア 効率的かつ安定的な農業経営（主たる従事者が他産業従事者と同等の年間労働時

間で地域における他産業従事者とそん色ない水準の生涯所得を確保し得る経営） 
 

イ 認定農業者（農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65号）第 12 条第１項に

規定する農業経営改善計画の認定を受けた者） 
 

ウ 認定新規就農者（農業経営基盤強化促進法第 14 条の４第１項に規定する青年等就

農計画の認定を受けた者） 
 

エ 将来法人化して認定農業者になることが見込まれる集落営農 

 
 

オ アからエまで以外の者 

 
 

 

② 営農型発電設備の下部の農地における営農者の農作業経験等の状況 

営農者の氏名 農作業の経験年月数（農作物の名称） 
左のうち作付予定作物に係る 

農作業の経験年月数（当該農作物の名称） 

 年  月（        ） 年   月（        ） 

 年  月（        ） 年   月（        ） 

 年  月（        ） 年   月（        ） 

 



２ 栽培計画 

(１) 営農型発電設備の下部の農地における作付予定作物及びその作付面積 

 作付予定作物名 作付面積（㎡） 
栽植密度 

（株・本・播種量

(kg)/10a） 

生長の指標 
（樹高・分枝状況等） 

１年目 

    

    

    

２年目 

    

    

    

３年目 

    

    

    

４年目 

    

    

    

５年目 

    

    

    

６年目 

    

    

    

７年目 

    

    

    

８年目 

    

    

    

９年目 

    

    

    

10 年目 

    

    

    

 



(２) 作付予定作物の栽培に必要な農作業の期間及びその主な内容 

 作付予定作物名 
農作業の内容 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

１年目 

             

             

２年目 

             

             

３年目 

             

             

４年目 

             

             

５年目 

             

             

６年目 

             

             

７年目 

             

             

８年目 

             

             

９年目 

             

             

10 年目 

             

             

 

  



(３) 営農型発電設備の下部の農地において利用する農業用機械 

農業用機械の名称 数量 
自己所有・ 

リースの別 

（導入予定の場合はその旨） 

寸法（cm） 
（全長×全幅×全高） 

エンジン出力 

（㎰、kw） 
備考 

      

      

      

 

(４) 農作業に従事する者 

農作業従事者数 備考 

（臨時従事者の雇用期間及び作業内容等） 常時（人日） 臨時（人日） 

 
 

 
 

 
 

 

(５) 営農型発電設備の下部の農地における営農 

① ②以外の場合 

ア イ以外の場合 

作付予定作物 

営農型発電設備の
下部の農地の 

単位面積当たりの
収穫量の見込み 
Ａ （㎏/10a） 

同一地域内の 
農地の平均的な 
単位面積当たりの 

収穫量 
Ｂ （㎏/10a） 

単位面積当たりの 
収穫量の 
増減見込み 

 
Ａ／Ｂ×100（％） 

根拠とする統計調査等 
及び 

比較対象とする地域等 
の名称等 

     

     

 

イ 申請に係る市町において栽培されていない又は生産に時間を要する農作物を栽培する 

場合 

作付予定作物 

営農型発電設備の下部の農地の 

単位面積当たりの収穫量の見込み 

（kg/10a） 

単位面積当たりの収穫量の根拠 

 
 

  
 

 
 

  
 



② 遊休農地を再生利用する場合 

作付予定作物 農地の利用の程度 

  

  

 

 



３ 営農型発電設備の下部の農地における収支の見込み 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 10 年目 

科目 金額（円） 科目 金額（円） 科目 金額（円） 科目 金額（円） 科目 金額（円） 科目 金額（円） 科目 金額（円） 科目 金額（円） 科目 金額（円） 科目 金額（円） 

収 

入 

金 

額 

販売金額  

収 

入 

金 

額 

販売金額  

収 

入 

金 

額 

販売金額  

収 

入 

金 

額 

販売金額  

収 

入 

金 

額 

販売金額  

収 

入 

金 

額 

販売金額  

収 

入 

金 

額 

販売金額  

収 

入 

金 

額 

販売金額  

収 

入 

金 

額 

販売金額  

収 

入 

金 

額 

販売金額  

自家消費  自家消費  自家消費  自家消費  自家消費  自家消費  自家消費  自家消費  自家消費  自家消費  

雑収入  雑収入  雑収入  雑収入  雑収入  雑収入  雑収入  雑収入  雑収入  雑収入  

(発電収入)  (発電収入)  (発電収入)  (発電収入)  (発電収入)  (発電収入)  (発電収入)  (発電収入)  (発電収入)  (発電収入)  

(営農協力金)  (営農協力金)  (営農協力金)  (営農協力金)  (営農協力金)  (営農協力金)  (営農協力金)  (営農協力金)  (営農協力金)  (営農協力金)  

                    

                    

                    

小 計(Ａ)  小 計(Ａ)  小 計(Ａ)  小 計(Ａ)  小 計(Ａ)  小 計(Ａ)  小 計(Ａ)  小 計(Ａ)  小 計(Ａ)  小 計(Ａ)  

支 

出 

金 

額 

種苗費  

支 

出 

金 

額 

種苗費  

支 

出 

金 

額 

種苗費  

支 

出 

金 

額 

種苗費  

支 

出 

金 

額 

種苗費  

支 

出 

金 

額 

種苗費  

支 

出 

金 

額 

種苗費  

支 
出 

金 

額 

種苗費  

支 

出 

金 

額 
種苗費  

支 

出 

金 

額 

種苗費  

肥料費  肥料費  肥料費  肥料費  肥料費  肥料費  肥料費  肥料費  肥料費  肥料費  

農機具費  農機具費  農機具費  農機具費  農機具費  農機具費  農機具費  農機具費  農機具費  農機具費  

農薬・衛生費  農薬・衛生費  農薬・衛生費  農薬・衛生費  農薬・衛生費  農薬・衛生費  農薬・衛生費  農薬・衛生費  農薬・衛生費  農薬・衛生費  

動力光熱費  動力光熱費  動力光熱費  動力光熱費  動力光熱費  動力光熱費  動力光熱費  動力光熱費  動力光熱費  動力光熱費  

修繕費  修繕費  修繕費  修繕費  修繕費  修繕費  修繕費  修繕費  修繕費  修繕費  

人件費  人件費  人件費  人件費  人件費  人件費  人件費  人件費  人件費  人件費  

地代・賃借料  地代・賃借料  地代・賃借料  地代・賃借料  地代・賃借料  地代・賃借料  地代・賃借料  地代・賃借料  地代・賃借料  地代・賃借料  

農業共済掛金  農業共済掛金  農業共済掛金  農業共済掛金  農業共済掛金  農業共済掛金  農業共済掛金  農業共済掛金  農業共済掛金  農業共済掛金  

減価償却費  減価償却費  減価償却費  減価償却費  減価償却費  減価償却費  減価償却費  減価償却費  減価償却費  減価償却費  

土地改良費  土地改良費  土地改良費  土地改良費  土地改良費  土地改良費  土地改良費  土地改良費  土地改良費  土地改良費  

雑費  雑費  雑費  雑費  雑費  雑費  雑費  雑費  雑費  雑費  

租税公課  租税公課  租税公課  租税公課  租税公課  租税公課  租税公課  租税公課  租税公課  租税公課  

                    

                    

                    

小 計(Ｂ)  小 計(Ｂ)  小 計(Ｂ)  小 計(Ｂ)  小 計(Ｂ)  小 計(Ｂ)  小 計(Ｂ)  小 計(Ｂ)  小 計(Ｂ)  小 計(Ｂ)  

差引金額 

(Ａ-Ｂ) 
 

差引金額 

(Ａ-Ｂ) 
 

差引金額 

(Ａ-Ｂ) 
 

差引金額 

(Ａ-Ｂ) 
 

差引金額 

(Ａ-Ｂ) 
 

差引金額 

(Ａ-Ｂ) 
 

差引金額 

(Ａ-Ｂ) 
 

差引金額 

(Ａ-Ｂ) 
 

差引金額 

(Ａ-Ｂ) 
 

差引金額 

(Ａ-Ｂ) 
 

 

  



（記載要領） 

ア １における「営農型発電設備の下部の農地」とは、当該設備の存する農地の区画全体をいいます。 

イ １の(２)の①のアからエまでに該当する場合は、当該属性を証明する資料を添付してください。 

ウ １の(２)の②の「農作業の経験年月数（農作物の名称）」及び「左のうち作付予定作物に係る農作業の経験

年月数（当該作物の名称）」の欄には、農作業歴がある場合にその年月数と作付作物を記載してください。 

エ ２の(１)の「作付面積」の欄の各年ごとの合計は、１における「営農型発電設備の下部の農地」の面積と一

致します。 

オ 収穫まで複数年の期間を要する作物の場合は、２の(１)の「生長の指標」の欄に、収穫年の予定収量のほか、

収穫までの各年の生育の指標を記入してください。また、記入に当たっては、「申請に係る市町で栽培されて

いない農作物又は生育に時間を要する作物を栽培する場合における栽培理由書」（様式第16号の４）の収穫年

と整合するようにしてください。 

カ 連作障害等の対応のため、一時的に土壌改良等を行うことが予定されている場合には、２の(１)の「作付予

定作物名」の欄に、当該土壌改良の具体的な内容を記入してください。 

キ ２の(２)の「作付予定作物の栽培に必要な農作業の期間及びその主な内容」の欄には、作付けを行う農作物

ごとに、その栽培期間を矢印で示し、その期間中の主な農作業の内容を記載してください。 

ク ２の(３)の「寸法」及び「エンジン出力」の欄は、当該利用する農業用機械のカタログ等の写しを添付する

場合は、記載を省略することができます。この場合においては、「備考」欄にその旨を記載してください。 

ケ ２の(５)の①のアには、当該許可後最初に見込まれる当該農作物の収穫に係る単位面積当たりの収穫量の見

込みを記載してください。 

コ ２の(５)の①のアの「同一地域内の農地の平均的な単位面積当たりの収穫量」の欄には、原則として、市町

が作成した統計等を用いて算定した数値を記載してください。 

サ ２の(５)の①のアの「根拠とする統計調査等及び比較対象とする地域等の名称等」の欄には、次に掲げる事

項を記載してください。 

(ア) ２の(５)の①のアの「同一地域内の農地の平均的な単位面積当たりの収穫量」の欄に記載した収穫量の

算定に用いた統計調査等の名称 

(イ) (ア)の統計調査等の名称が市町が作成した統計等でない場合にあっては、当該統計調査等を比較対象と

して適切であると判断した具体的な理由 

シ ２の(５)の①のアの「根拠とする統計調査等及び比較対象とする地域等の名称等」の欄に記載した統計調査

等のデータを示した書面を添付してください。 

ス ２の(５)の①のイの「営農型発電設備の下部の農地の単位面積当たりの収穫量の見込み」の欄には、次に掲

げるうちのいずれか該当するものを記載してください。 

(ア) 申請者自ら又は第三者に委託して当該市町の区域内で試験的に実施した栽培の実績がある場合は、その

栽培の実績に係る単位面積当たりの収穫量 

(イ) (ア)以外の場合は、「申請に係る市町で栽培されていない農作物又は生育に時間を要する作物を栽培す

る場合における栽培理由書」（様式第16号の４）の２に記載された単位面積当たりの収穫量の見込み 

セ ２の(５)の②の「農地の利用の程度」の欄には、遊休農地を再生利用する場合において、周辺の地域におけ

る農地の利用の程度と比較した利用の程度を記載してください。 

ソ ３の「科目」は収支科目の主なものを記入していますので、適宜、追記・削除してください。 

タ ３の「発電収入」の欄は、営農型発電設備の設置者と下部農地の営農者が同一である場合において、売電に

よる収入がある場合に記入してください。 

チ ３の「営農協力金」の欄は、営農型発電設備の設置者と下部農地の営農者が異なる場合において、設置者か

ら営農協力金等を受領している場合に記入してください。 

ツ 各欄に書ききれない場合は、余白に記載するか又は別紙に記載の上添付してください。 



様式第 16号の２ 

 

営農型発電設備の設置による下部の農地における 
営農への影響の見込み 

 
年  月  日作成 

 
営農者（営農型発電設備の下部の農地において営農する者） 

住所 

氏名 

 

転用事業者（営農型発電設備を設置する者） 

住所 

氏名 

 

１ 生育に適した日照量の確保 

作付予定作物 遮光率 
日照に関する特性その他農作物の生育に適した条件等及び 

営農型発電設備の設計上農作物の生育に支障を及ぼさない理由 

  

 

 

 

 

 

  
 
 

 
 
 

 

２ 効率的な農作業の実施 

(１) 支柱 

地上からの高さ（ｍ） 設置する間隔（ｍ） 

最低： 最高： 最短： 最長： 

 

(２) 農作業を効率的に行う上で通常必要となる空間の確保について 

 
 
 
 

 



（記載要領） 

ア １の「日照に関する特性その他農作物の生育に適した条件等及び営農型発電設備の設計上農作物の生育に支

障を及ぼさない理由」の欄には、作付予定作物に係る生育に適した条件（陽性、半陽性、陰性等の日照特性等）

その他生育に適した条件等及び当該設備の設計図の内容（遮光率等）が作付予定作物の生育に適した日照量を

確保することができ、当該生育に支障を及ぼさないものであるとする理由を、作付予定作物ごとに具体的に記

載してください。 

イ ２の(２)には「営農型発電設備の下部の農地における営農計画書」(様式第 16 号の１)２の(３)の営農型発

電設備の下部の農地において利用する農業用機械の寸法、２の(１)の支柱の地上からの高さ及び設置する間隔

等を踏まえ、当該設備の設計図の内容が農作業を効率的に行う上で通常必要となる空間を確保することができ

るものであると判断する理由を、具体的に記載してください。なお、農地に垂直に営農型発電設備を設置する

ものなど、当該設備の構造上、支柱の高さが下部の農地の営農条件に影響しないことが明らかであり、当該設

備の設置間隔、規模及び立地条件等からみて、当該農地の良好な営農条件が維持される場合には、その旨を記

載すれば、高さを記載する必要はありません。 

ウ １及び２に記載した内容並びに「営農型発電設備の下部の農地における営農計画書」（様式第16号の１）２

の(５)の単位面積当たりの収穫量の見込みの根拠となる資料を、次の区分に従って添付してください。 

(ア) (イ)以外の場合 

次の①から③のいずれかの事項を記載した書類を添付すること。 

  ① 営農型発電設備の下部の農地の栽培作物について、当該申請に係る農地が所在する市町における営農型

発電による収穫量及び品質に関するデータ（例えば試験研究機関による調査結果等） 

  ② 営農型発電設備の下部の農地において栽培する農作物について必要な知見を有する者の意見（様式第

16号の３） 

  ③ 当該申請に先行して当該市町の区域内の営農型発電設備の下部の農地において耕作の事業を行う者の

栽培実績 

(イ) 申請に係る市町において栽培されていない農作物又は生産に時間を要する農作物を栽培する場合 

(ア)の②に掲げる事項のほか、次に掲げるいずれかの事項を記載した書類 

① 栽培実績（申請者自ら又は第三者に委託して当該市町の区域内で試験的に実施した栽培の実績） 

② 単位面積当たりの収穫量の根拠を含む栽培理由（様式第16号の４） 

 

(留意事項) 

２の(２)の農作業を効率的に行うために通常必要となる空間の確保について、許可の可否は、実際に使用する

農業用機械ではなく、当該営農型発電設備の下部の農地において栽培する農作物を効率的に栽培するために通常

必要となるトラクター等の農業用機械等を効率的に利用することができる空間が確保されているかどうかをも

って判断することになります。 



様式第 16号の３ 

 

営農型発電設備の下部の農地において栽培する農作物について 
必要な知見を有する者の意見書 

 
年  月  日作成 

 
営農者（営農型発電設備の下部の農地において営農する者） 

住所 

氏名 

 

転用事業者（営農型発電設備を設置する者） 

住所 

氏名 

 
１ 知見を有する者について 
 

所属 

役職・氏名                   ㊞ 

住所 

連絡先 

 

（知見を有する者の当該作物への関わり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 知見を有する者による本事業についての所見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



(記載要領) 

ア １には、知見を有する者のこれまでの試験研究実績や栽培実績等、当該作物の栽培に知見を有して

いることについて記入し、研究データや栽培実績データ等の資料を添付してください。 

イ 営農計画書に沿った適切な営農の継続が可能であり、その結果、営農計画書、栽培理由書又は栽培

実績書に記載した単位面積当たりの収穫量の確保が可能であるか等について、知見を有する者の研究

データや栽培実績データ等を踏まえ、所見を記入してください。 



様式第 16号の４ 

 

申請に係る市町で栽培されていない農作物又は生育に時間を要する作物を 
栽培する場合における栽培理由書 

 
年  月  日作成 

 
営農者（営農型発電設備の下部の農地において営農する者） 

住所 

氏名 

 

転用事業者（営農型発電設備を設置する者） 

住所 

氏名 

 
１ 営農型発電設備の下部の農地で栽培を予定する農作物の名称と当該作物を選定した経緯 

  （作付予定作物名：       ） 

  （経緯） 
 
 
 
 
 
 

 
２ 単位面積当たりの収穫量の見込み 

（      kg/10a） 
（単位面積当たりの収穫量の見込みの根拠） 
 
 
 
 

 
３ 作付けから収穫までに要する期間 

（   年  月） 
（収穫までに上記期間を要する理由） 
 
 
 
 

 
４ 当該作物に係る知見を有する者からの営農協力について 

 

 

 

 

 

  



(記載要領) 

ア １の「経緯」の欄には、当該作物を栽培することによる農業経営上のメリット、土性や気象等の

条件への適合性、営農者の栽培経験や知識の有無等に基づき、当該作物を選定することとなった経

緯を具体的に記入してください。 

イ ２の「単位面積当たりの収穫量の見込みの根拠」の欄には、当該作物の収量に関する調査研究デ

ータや統計データのほか、自然条件に類似性のある他地域のデータ等を用いて記入し、その資料を

添付してください。 

ウ ３は、作付けから収穫までに要する期間が１年を超える場合に記入してください。 

エ ３の「収穫までに上記期間を要する理由」の欄には、当該作物の収穫までに要する期間について、

調査研究データや統計データ等を引用して記入し、その資料を添付してください。 

オ ４には、営農の適切な継続のため、営農型発電設備の下部農地での栽培に支障が生じた場合にお

ける知見を有する者による営農指導等の体制整備について記入してください。 



様式第16号の５ 

 

営農型発電設備の撤去費用を負担することの誓約書 

 

    年  月  日作成 

 

香 川 県 知 事  殿 

 

 

転用事業者（営農型発電設備を設置する者） 

 住所 

 氏名 

 

 

 

 当該申請に係る事業で設置する営農型発電設備について、事業の終了時又は事業の廃止時に当該営

農型発電設備の撤去費用を負担することを誓約します。 

 

 

 

撤去費用（見込） 

万円 

 

 



様式第16号の６ 

 

下部農地の栽培実績書及び収支報告書の提出に係る誓約書 

 

    年  月  日作成 

 

香 川 県 知 事  殿 

 

 

営農者（営農型発電設備の下部の農地において営農する者） 

 住所 

 氏名 

 

転用事業者（営農型発電設備を設置する者） 

 住所 

 氏名 

 

 

 

 当該申請に係る事業で設置する営農型発電設備の下部農地における毎年の栽培実績書及び収支報

告書について、翌年２月末日までに報告することを誓約します。 

 





























様式第30号 

農地法第４条第１項の規定による許可書（営農型発電を目的とする一時転用） 

１ 申請者

の氏名及

び住所 

氏名又は法人の名称

及び代表者の氏名 
 

住所又は主たる事務

所の所在地 
 

２ 許可を

行う土地

の所在等 

所  在 地  番 
面  積 

備 考 
田 畑 

     

     

     

     

     

計       ㎡   （田       ㎡   畑       ㎡） 

                                    農業委員会経由    第    号 

 

    年  月  日付けで申請のあった上記の土地を 

に供するために行う一時転用の件は、農地法第４条第１項の規定により許可します。 

 
営農型発電設備の下部の農地において栽培する農作物 

   
 
許可条件 
１ 申請書に記載された事業計画に従って事業の用に供すること。 
２ 許可に係る工事が完了するまでの間、本件許可の日から３か月後及びその後１年ごとに工事の進捗状況を報告すること。 
３ 許可に係る工事が完了したときは、市町農業委員会に遅滞なく工事完了届を提出すること。 
４ 営農型発電設備の下部の農地において営農の適切な継続が確保され、支柱は、これを前提として設置される営農型発
電設備を支えるものとして利用されること。 

５ ９に定める一時転用の期限までの間、毎年２月末までに、営農型発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る
栽培実績及び収支の状況を報告すること。栽培実績については、あらかじめ、その内容が適切であるかどうかについて
必要な知見を有する者の確認を受けること。 

６ 営農型発電設備の下部の農地において営農の適切な継続が確保されなくなった場合又は確保されないことが見込まれ
る場合は、営農の適切な継続を確保するために必要な改善措置を迅速に講ずること。 

７ ６に定める場合又は営農型発電設備による発電事業を廃止する場合にあっては遅滞なく、営農型発電設備を改築する
場合又は当該発電事業を第三者に承継する場合にあってはあらかじめ、市町農業委員会に申し出て、県又は市町農業委
員会の指示に従うこと。 

８ 営農型発電設備の下部の農地において営農を行わない場合又は営農型発電設備による発電事業を廃止する場合は、営
農型発電設備（支柱、パワーコンディショナ等の付属機器その他当該営農型発電設備を稼働させるために必要な施設と
して自ら設置した電柱、電線路等を含む。）を速やかに撤去し、農地として利用することができる状態に回復すること。 

９ 許可を受けた土地は、    年  月  日までに農地へ復元すること。 
  また、農地に復元したときは、遅滞なく市町農業委員会に届け出ること。 
10 許可を受けた者は、許可を受けた土地に県又は市町農業委員会の職員が立ち入り、工事の進捗状況について調査する
ことを承諾しなければならない。 

 
［注意事項］ 
１ 許可に係る土地を申請書に記載された事業計画（用途、施設の配置、着工及び完了の時期、被害防除措置等を含む。）に従ってその事
業の用に供しないとき、又は許可条件に違反したときは、農地法第51条第１項の規定によりその許可を取り消し、条件を変更し、若し

くは新たに条件を附し、又は工事その他の行為の停止を命じ、若しくは相当の期限を定めて原状回復その他違反を是正するための必要
な措置をとるべきことを命ずることがある。 

２ 事業計画の変更を行う場合は、事前に知事の承認を受けること。 
 

    年  月  日 

                        香川県知事              □印 



 
 

教示 
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に、香川県知事に対して審査請求
をすることができます。 

ただし、当該処分に対する不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであるときは、農地法（昭和27年法律第229
号）第53条第２項の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に、裁定申請書（鉱業等に係る土地利用
の調整手続等に関する法律（昭和25年法律第292号）第25条の２第２項各号に掲げる事項を記載しなければなりません。）正副２通を公害
等調整委員会に提出して裁定の申請をすることができます。 

２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、香川県を被告とし
て（訴訟において香川県を代表する者は香川県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 
３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することはできなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分があった日の翌日から起算して
１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

 





様式第32号 

農地法第５条第１項の規定による許可書（営農型発電を目的とする一時転用） 

１  譲 渡

人 （ 貸

人）の氏

名 及 び

住所 

氏名又は法人の名称

及び代表者の氏名 
 

住所又は主たる事務

所の所在地 
 

２  譲 受

人 （ 借

人）の氏

名 及 び

住所 

氏名又は法人の名称

及び代表者の氏名 
 

住所又は主たる事務

所の所在地 
 

３  許 可

を 行 う

土 地 の

所在等 

所  在 地  番 
面  積 

備 考 
田 畑 

     

     

     

     

     

計         ㎡   （ 田       ㎡  畑       ㎡ ） 

                                    農業委員会経由    第    号 
 

    年  月  日付けで申請のあった上記の農地に           を設定し、借人

において            用地に供するために行う一時転用の件は、農地法第５条第１項の

規定により許可します。 

 
営農型発電設備の下部の農地において栽培する農作物 

    
 
許可条件 
１ 申請書に記載された事業計画に従って事業の用に供すること。 
２ 許可に係る工事が完了するまでの間、本件許可の日から３か月後及びその後１年ごとに工事の進捗状況を報告すること。 
３ 許可に係る工事が完了したときは、市町農業委員会に遅滞なく工事完了届を提出すること。 
４ 営農型発電設備の下部の農地において営農の適切な継続が確保され、支柱は、これを前提として設置される営農型発
電設備を支えるものとして利用されること。 

５ ９に定める一時転用の期限までの間、毎年２月末までに、営農型発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る
栽培実績及び収支の状況を報告すること。栽培実績については、あらかじめ、その内容が適切であるかどうかについて
必要な知見を有する者の確認を受けること。 

６ 営農型発電設備の下部の農地において営農の適切な継続が確保されなくなった場合又は確保されないことが見込まれ
る場合は、営農の適切な継続を確保するために必要な改善措置を迅速に講ずること。 

７ ６に定める場合又は営農型発電設備による発電事業を廃止する場合にあっては遅滞なく、営農型発電設備を改築する
場合又は当該発電事業を第三者に承継する場合にあってはあらかじめ、市町農業委員会に申し出て、県又は市町農業委
員会の指示に従うこと。 

８ 営農型発電設備の下部の農地において営農を行わない場合又は営農型発電設備による発電事業を廃止する場合は、営
農型発電設備（支柱、パワーコンディショナ等の付属機器その他当該営農型発電設備を稼働させるために必要な施設と
して自ら設置した電柱、電線路等を含む。）を速やかに撤去し、農地として利用することができる状態に回復すること。 

９ 許可を受けた土地は、    年  月  日までに農地へ復元すること。 
  また、農地に復元したときは、遅滞なく市町農業委員会に届け出ること。 
10 許可を受けた者は、許可を受けた土地に県又は市町農業委員会の職員が立ち入り、工事の進捗状況について調査する
ことを承諾しなければならない。 

 
［注意事項］ 
１ 許可に係る土地を申請書に記載された事業計画（用途、施設の配置、着工及び完了の時期、被害防除措置等を含む。）に従ってその事
業の用に供しないとき、又は許可条件に違反したときは、農地法第51条第１項の規定によりその許可を取り消し、条件を変更し、若し
くは新たに条件を附し、又は工事その他の行為の停止を命じ、若しくは相当の期限を定めて原状回復その他違反を是正するための必要
な措置をとるべきことを命ずることがある。 

２ 事業計画の変更を行う場合は、事前に知事の承認を受けること。 
 

    年  月  日 

                        香川県知事              □印 



 
 

教示 
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に、香川県知事に対して審査請求
をすることができます。 
ただし、当該処分に対する不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであるときは、農地法（昭和27年法律第229

号）第53条第２項の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に、裁定申請書（鉱業等に係る土地利用の
調整手続等に関する法律（昭和25年法律第292号）第25条の２第２項各号に掲げる事項を記載しなければなりません。）正副２通を公害等調
整委員会に提出して裁定の申請をすることができます。 

２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、香川県を被告とし
て（訴訟において香川県を代表する者は香川県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 
３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することはできなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分があった日の翌日から起算して
１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

 

































様式第46号 

 

営農型発電設備の下部の農地における 

農作物の生産に係る栽培実績及び収支報告書 

 

    年  月  日 

香川県知事 殿 
 

                        営農者（営農型発電設備の下部の農地において営農する者） 

                         住所 

                         氏名                     

                報 告 者 

                        転用事業者（営農型発電設備を設置する者） 

  住所 

                         氏名                     

 
 
 営農型発電を目的とする一時転用の許可に係る営農型発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る
栽培実績及び営農における収支状況について、次のとおり報告します。 

 

１ 許可の概要及び農作物の生産に係る栽培実績 

１ 許可番号及び
許可年月日 

    第     号 
    年  月  日 

２ 一時転用の
期間 

    年  月  日 まで 

３ 許可を受けた
土地の所在等 

土地の所在 地番 地目 面積 

   ㎡のうち     ㎡ 

   ㎡のうち     ㎡ 

   ㎡のうち     ㎡ 

   ㎡のうち     ㎡ 

   ㎡のうち     ㎡ 

 一時転用の面積  計              ㎡ 

営農型発電設備の下部の農地の面積             ㎡ 

４ 営農型発電設備の下部の農地に 
おいて営農する者の氏名及びその者
が栽培している農作物の名称 

氏名 作付作物 

  

  

  

５ 営農型発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る状況 

 (１) 農作物の収穫が行われている場合 

  ア イ以外の場合 

作付作物 
作付面積 

（㎡） 

営農型発電設備の 
下部の農地の 

単位面積当たりの 
収穫量 （㎏/10a） 

同一地域内の農地の 
平均的な単位面積 

当たりの収穫量 
（㎏/10a） 

収穫した 
農作物の品質 

（等級、糖度等） 

営農型 
発電設備 
の遮光率 

（％） 

備考 

       

       

       

農業委員会受付印 県 受 付 印 



  イ 遊休農地を再生利用した場合 

作付作物 
作付面積 

（㎡） 
農地の利用の程度 

収穫した 
農作物の品質 

（等級、糖度等） 

営農型 
発電設備 
の遮光率 

（％） 

備考 

      

      

      

 (２) 農作物の収穫が行われていない場合 

  ア 生育に時間を要する作物のため収穫が行われていない場合 

作付作物 
作付面積

（㎡） 
栽培管理及び生育の状況 

営農型 
発電設備 
の遮光率

（％） 

備考 

     

     

     

  イ ア以外の場合で収穫が行われていない場合 

（その理由） 

 

 

 

 

 

 

報告の内容が適切であるかどうかについて必要な知見を有する者の所見 （具体的に記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

       年  月  日確認   知見を有する者 所属 

                           役職・氏名                   ㊞ 

                           住所 

                           連絡先 

知見を有する者の当該作物への関わり 

 
 

 

 

 

 

 

 

（添付書類） 

１ 営農型発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る状況を確認することができる写真及びその撮影位置を示

した図面 

２ 営農型発電設備の下部の農地において栽培した農作物を収穫した場合（遊休農地を再生利用した場合を除く。）にあ

っては、その収穫のあった農地の部分を示した図面 

３ 営農型発電設備の下部の農地において収穫した農作物を出荷した場合（遊休農地を再生利用した場合を除く。）にあ

っては、その出荷量を証する書面の写し 

４ 留意事項のクに該当する場合にあっては、知見を有する者の試験研究実績や栽培実績等に係る研究データや栽培実績

データ等の資料 

 



２ 収支状況 

前々年度 
（令和 年度） 

前年度 
（令和 年度） 

今年度 
（令和 年度） 

科目 金額（円） 科目 金額（円） 科目 金額（円） 

収 

入 

金 

額 

販売金額  

収 

入 

金 

額 

販売金額  

収 
入 

金 

額 

販売金額  

自家消費  自家消費  自家消費  

雑収入  雑収入  雑収入  

(発電収入)  (発電収入)  (発電収入)  

(営農協力金)  (営農協力金)  (営農協力金)  

      

小 計  小 計  小 計  

支 

出 

金 
額 

種苗費  

支 

出 

金 

額 

種苗費  

支 

出 

金 

額 

種苗費  

肥料費  肥料費  肥料費  

農機具費  農機具費  農機具費  

農薬・衛生費  農薬・衛生費  農薬・衛生費  

動力光熱費  動力光熱費  動力光熱費  

修繕費  修繕費  修繕費  

人件費  人件費  人件費  

地代・賃借料  地代・賃借料  地代・賃借料  

農業共済掛金  農業共済掛金  農業共済掛金  

減価償却費  減価償却費  減価償却費  

土地改良費  土地改良費  土地改良費  

雑費  雑費  雑費  

租税公課  租税公課  租税公課  

      

小 計  小 計  小 計  

差引金額  差引金額  差引金額  

 

 



（留意事項） 

ア １の「５ 営農型発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る状況」の(１)のアの「営農型発電設備の下部の

農地の単位面積当たりの収穫量」の欄には、許可後であって当該報告書の提出の日前１年間の収穫について記載してく

ださい。なお、当該農地と一体的に営農を行っている他の農地の収穫分は含まれません。 

イ １の「５ 営農型発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る状況」の(１)のアの「同一地域内の農地の平均

的な単位面積当たりの収穫量」の欄には、当該営農型発電設備の下部の農地の周辺地域における農地（営農型発電設備

の設置されていないものに限る。ウにおいて同じ。）の平均的な単位面積当たりの収穫量を記載してください。ただし、

申請に係る市町において栽培されていない農作物を栽培している場合等、同一地域内に比較対象となる農地がない場合

は、当該許可の申請書の添付書類である「営農型発電設備の下部の農地における営農計画書」（様式第16号の１）の２

の(５)の①のアに記載した「同一地域内の農地の平均的な単位面積当たりの収穫量」又はイに記載した「営農型発電設

備の下部の農地の単位面積当たりの収穫量の見込み」の欄に記載した収穫量を記載してください。 

ウ １の「５ 営農型発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る状況」の(１)のイの「農地の利用の程度」の欄

には、当該営農型発電設備の下部の農地での農作物の生産の状況について、周辺地域における農地の利用の程度と比較

した利用の程度を含めて記載してください。 

エ １の「５ 営農型発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る状況」の(１)のア及びイの「収穫した農作物の

品質」の欄には、収穫した農作物の等級、糖度等を記載してください。ただし、等級、糖度その他の品質に係る指標の

ない農作物の場合にあっては、次に掲げる事項について記載してください。 

(１) 商品として出荷できるものかどうか。 

(２) 同一地域内の農地（営農型発電設備の設置されていないものに限る。）において栽培されている同一の農作物の

品質と比較して著しい劣化があるかどうか。 

オ １の「５ 営農型発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る状況」の(１)のア及びイの「営農型発電設備の

遮光率」の欄には、当該営農型発電設備の設計上の遮光率を記載してください。ただし、当該遮光率が不明の場合にあ

っては、当該営農型発電設備の直下の農地面積のうち太陽光パネルの水平投影面積の占める割合を記載してください。 

カ 営農型発電設備の下部の農地において収穫した農作物を出荷した場合にあっては、１の「５ 営農型発電設備の下部

の農地における農作物の生産に係る状況」の(１)のア及びイの「備考」の欄に、その販売量及び売上高を記載してくだ

さい。 

キ １の「５ 営農型発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る状況」の(２)のアの「栽培管理及び生育の状況」

の欄には、当該許可申請時の営農計画に記載した農作業の内容と照らして適切に栽培管理が行われたか、また、作物の

生育の状況は、営農計画に記載した生長の指標と比較して、順調に生育しているか等について記載してください。 

ク １の「知見を有する者の当該作物への関わり」の欄には、申請時に提出した「営農型発電設備の下部の農地において

栽培する農作物について必要な知見を有する者の意見書」（様式第16号の３）に記載された知見を有する者と異なる者

が記載しようとする場合や、申請時に当該意見書を提出していない場合（「営農型発電設備の設置による下部の農地に

おける営農への影響の見込み」（様式第16号の２）の記載要領ウの(ア)において①又は③を選択した場合）に、知見を

有する者のこれまでの試験研究実績や栽培実績等、当該作物の栽培に知見を有していることについて記入し、

添付書類の４の資料を添付してください。 

ケ 添付書類の１の写真とは、許可後であって、当該報告書の提出の日前の直近の収穫時期において農作物を収穫する直

前（農作物の収穫が行われていない場合、自然災害により被害を受けた場合等農作物を収穫することができなかった場

合にあっては、当該報告書の提出の日前１か月以内）の晴天時に撮影されたものとし、当該営農型発電設備の下部の農

地全体における農作物の生育状況を確認することができるよう、必要に応じて、複数の位置から撮影した写真を添付し

てください。 

コ ２の「科目」は収支科目の主なものを記入していますので、適宜、追記・削除してください。 

サ ２の「発電収入」の欄は、営農型発電設備の設置者と下部農地の営農者が同一である場合において、売電による収入

がある場合に記入してください。 

シ ２の「営農協力金」の欄は、営農型発電設備の設置者と下部の農地の営農者が異なる場合において、設置者から営農

協力金等を受領している場合に記入してください。 

ス 各欄に書ききれない場合は、余白に記載するか又は別紙に記載の上添付してください。 











様式第51号 
農 業 委 員 会 経 由 

第     号 
      年  月  日 

 

 申請者 住 所 

     氏 名 

 
                       香川県知事           □印  

 
 

農地転用事業計画変更の承認について 
 
 

     年  月  日付けで申請のあった    年  月  日付け    第    号をも

って許可した農地法第  条第１項の許可に係る転用事業計画の変更については、許可に付した用途及

び条件を下記のとおり変更し、これを承認します。 
 

記 

１ 転用事業計画の変更を承認する土地 

所在 地番 地目 面積 備考 

   
㎡ 

 

２ 変更後の用途及び施設の概要 
 
 
  営農型発電設備の下部の農地において栽培する農作物 
 
 
３ 条件 
(１) 転用事業計画変更申請に係る変更後の事業計画に従って事業の用に供すること。 
(２) 承認に係る工事が完了するまでの間、本件承認の日から３か月後及びその後１年ごとに工事の

進捗状況を報告すること。 
(３) 承認に係る工事が完了したときは、市町農業委員会に遅滞なく工事完了届を提出すること。 
(４) 営農型発電設備の下部の農地において営農の適切な継続が確保され、支柱は、これを前提とし

て設置される営農型発電設備を支えるものとして利用されること。 
(５) (９)に定める一時転用の期限までの間、毎年２月末までに、営農型発電設備の下部の農地にお

ける農作物の生産に係る栽培実績及び収支の状況を報告すること。栽培実績については、あらか
じめ、その内容が適切であるかどうかについて必要な知見を有する者の確認を受けること。 

(６) 営農型発電設備の下部の農地において営農の適切な継続が確保されなくなった場合又は確保さ
れないことが見込まれる場合は、営農の適切な継続を確保するために必要な改善措置を迅速に講
ずること。 

(７) (６)に定める場合又は営農型発電設備による発電事業を廃止する場合にあっては遅滞なく、営
農型発電設備を改築する場合又は当該発電事業を第三者に承継する場合にあってはあらかじめ、
市町農業委員会に申し出て、県又は市町農業委員会の指示に従うこと。 

(８) 営農型発電設備の下部の農地において営農を行わない場合又は営農型発電設備による発電事業
を廃止する場合は、営農型発電設備（支柱、パワーコンディショナ等の付属機器その他当該営農型
発電設備を稼働させるために必要な施設として自ら設置した電柱、電線路等を含む。）を速やかに
撤去し、農地として利用することができる状態に回復すること。 

(９) 承認を受けた土地は、    年  月  日までに農地へ復元すること。 
   また、農地に復元したときは、遅滞なく市町農業委員会へ届け出ること。 
(10) 承認を受けた者は、承認を受けた土地に県又は市町農業委員会の職員が立ち入り、工事の進捗

状況について調査することを承諾しなければならない。 
  



 
教示 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に、香川県知事に対して審査
請求をすることができます。 

ただし、当該処分に対する不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであるときは、農地法（昭和27年法律

第229号）第53条第２項の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に、裁定申請書（鉱業等に係
る土地利用の調整手続等に関する法律（昭和25年法律第292号）第25条の２第２項各号に掲げる事項を記載しなければなりません。）
正副２通を公害等調整委員会に提出して裁定の申請をすることができます。 

２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、香川県を被告
として（訴訟において香川県を代表する者は香川県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分

の取消しの訴えを提起することはできなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分があった日の翌日から
起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

 

 















様式第58号 

（     農業委員会経由） 

    第     号 

  年  月  日 

 

譲渡人 

（貸人）             様 

 

 

譲受人 

（借人）             様 

 

 

 

香川県農政水産部農業経営課 

農地マネジメント推進室長 

 

 

農地法第 条第１項の規定による許可申請の取下願

の受理について 

 

 下記の農地法第 条第１項の規定による許可申請に対する   年 月 日 

付けの取下願を受理したので通知します。 

 

記 

 

農地の所在 地番 地目 面積 備  考 

   
㎡ 

 

     

     

     

     

     

 





様式第60号 

（     農業委員会経由） 

    第     号 

    年  月  日 

 

譲渡人 

（貸人）             様 

 

 

譲受人 

（借人）             様 

 

 

 

香川県農政水産部農業経営課 

農地マネジメント推進室長 

 

 

農地法第 条第１項の規定による許可の取消願の

受理について 

 

 下記の農地法第 条第１項の規定による許可に対する   年 月 日 付け

の取消願を受理したので通知します。 

 

記 

 

農地の所在 地番 地目 面積 備  考 

   
㎡ 

 

     

     

     

     

     

 





様式第62号 

受  理  通  知  書 

番         号 

    年  月  日 

 

 届出者 住 所 

     氏 名 

 

                               農業委員会会長   □印  

 

      年   月   日付けで提出のあった農地法第18条第１項第４号の規定による賃貸借

の解除の届出については、これを受理し、     年   月   日にその効力が生じたので通知

します。 

 なお、本通知は、権利関係を証明するものではないので、念のため申し添えます。 

 

１ 当事者の氏名及び住所 

当事者 氏名又は法人の名称及び代表者の氏名 住所又は主たる事務所の所在地 

賃貸人   

賃借人   

 

２ 届出に係る土地の所在等 

所 在 地 番 
地  目 

面 積 備 考 
登記簿 現 況 

    
㎡ 

 

    
 

 

    
 

 

 

３ 届出書が到達した日 
 

     年   月   日 

 

 

 

 

（記載要領） 

 通知文中の効力が生じた年月日には、届出書が到達した日に届出の効力が発生するので、その日付を記載してくださ

い。 
 



様式第63号 

不 受 理 通 知 書 
番         号 

    年  月  日 
 

 届出者 住 所 

     氏 名 

 

                               農業委員会会長   □印  

 

      年   月   日付けで提出のあった農地法第18条第１項第４号の規定による賃貸借

の解除の届出については、以下の理由により受理しません。 

 

１ 当事者の氏名及び住所 

当事者 氏名又は法人の名称及び代表者の氏名 住所又は主たる事務所の所在地 

賃貸人   

賃借人   

 

２ 届出に係る土地の所在等 

所 在 地 番 
地  目 

面 積 備 考 
登記簿 現 況 

    
㎡ 

 

    
 

 

    
 

 

 

３ 届出書が到達した日 

     年   月   日 

 

４ 受理しない理由 

 

 

 

 
教示 
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に、審査請求書正副２通を香川

県知事に提出して審査請求をすることができます。 
２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、○○市（町）を

被告として（訴訟において○○市（町）を代表する者は、農業委員会となります。）、提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の
取消しの訴えを提起することはできなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分があった日の翌日から起
算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 



様式第64号 

農地法第18条第１項第４号の規定による農地等の賃貸借の解除に係る届出書 受理整理簿 
 

農 業 委 員 会 

番号 
賃 貸 人             賃 借 人             解除する賃貸借に係る土地の表示 受理年月日 備 考 

住    所 氏  名 経営面積 住    所 氏  名 経営面積 所   在 地  番 地目 面  積 通知年月日  

   ㎡   ㎡    ㎡   

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

(注)通知年月日欄には、受理通知書又は不受理通知書を発出した年月日を記載してください。 















様式第70号 

農地法第18条第６項の規定による通知書 
     年   月   日 

農業委員会会長 殿 

賃貸人  氏名                        

賃借人  氏名                        

 下記農地について、賃貸借の（解除・解約の申入れ・合意による解約・更新をしない旨の通知）をしたので、農地法第18条第６項の規定に
より通知します。 

１ 賃貸借の当

事者の氏名、

住所等 

当事者の別 氏 名 住 所 年齢 電話番号 

賃 貸 人     

賃 借 人     

２ 通知に係る

土地の所在等 所 在 地番 
地 目 

面積 
区  域 

備考 
登記簿 現 況 （該当区域に○印） 

    
㎡ 

 農用地区域内 ・ その他  

     農用地区域内 ・ その他  

     農用地区域内 ・ その他  

     農用地区域内 ・ その他  

３ 賃貸借契約

の内容 契 約 

年月日 

 
 

 
 

  年  月  日 
契約 

期間 

定期（    年  月  日まで  年間） 

期間の定めなし 

水田裏作のみを 

目的とした契約 
有 ・ 無 

４ 法第18条第

１項ただし書

該当事項 

 

該当する事 

項 に ○ 印 

（１）合意解約（第２号該当） 

（２）10年以上の定期賃貸借の更新しない 

   旨の通知（第３号該当） 

（３）水田裏作の更新しない旨の通知 

   （第３号該当） 

（４）信託財産の解約の申入れ等 

   （第１号該当） 

（５）賃貸借の解除（第５号該当） 

５ 合意解約又
は更新をしな
い旨の通知を

した日 

合意解約書を作成した日      年   月   日 

賃 貸 借 の 合 意 解 約 日 
（賃借権が消滅する日） 

     年   月   日 

書面により賃貸借の更新を 
しない旨の通知をした日 

     年   月   日 

解約の申入れをした日      年   月   日 

賃貸借の解除をした日      年   月   日 

６ 解約等をし

た目的 
耕作目的 ・ 転用目的 

７ 土地の引

渡しの時期 
     年   月   日 

８ 耕作目的の

解約等の事由 

 

該当する事 

項 に ○ 印 

賃借人が個人のとき 
賃 借 人 が 法 人 の と き 

賃貸人の主導 賃借人の主導 

（１）労力増加 

（２）経営規模の拡大 

（３）期間満了 

（４）親族による利用 

（５）その他 

（６）農業廃止 

（７）兼業による経営縮小 

（８）労力不足 

（９）耕作不便・低生産地 

（10）その他 

（12）農地所有適格法人（賃貸人の主導） 

（13）農地所有適格法人（賃借人の主導） 

（14）農地中間管理機構 

（15）その他の法人 

 
（11）賃貸人、賃借人のどちらの主導でもない 

９ 離作補償 

該当する事 

項 に ○ 印 

（１）貸付地の一部無償譲渡 （３）離作料支払（金銭） （５）なし 

（２）代替地の貸付     （４）離作料支払（その他） 

１１  

そ
の
他
参
考
と
な
る
事
項 

 
10 解約等をす

る前の当事者

双方の経営農

地規模 

(該当欄に○印) 

 

 不耕作 
30a 

未満 

30 

～50a 

50 

～70a 

70 

～1ha 

1 

～1.5ha 

1.5 

～2ha 

2 

～2.5ha 

2.5 

～3ha 

3 

～5ha 

5ha 

以上 

賃貸人            

賃借人            

（添付書類） 
１ 通知に係る土地の登記事項証明書 
２ 賃貸借契約書の写し 
３ 解約の申入れ等が信託事業に係る信託財産につき行われる場合は、その信託財産に係る信託契約書の写し 
４ 合意による解約が行われた場合（民事調停法による農事調停の場合を除く。）は、合意解約書（様式第71号）又はこれに準ずる合意が成立したことを証する
書面及び当事者双方の印鑑証明書 

５ 民事調停法による農事調停により合意による解約が行われた場合は、調停調書の謄本 
６ 更新をしない旨の通知が10年以上の定期賃貸借又は水田裏作を目的とする定期賃貸借につき行われた場合は、その通知書の写し 
７ 法第37条から第40条までの規定により設定された法第37条に規定する農地中間管理権に係る賃貸借の解除が知事の承認を受けて行われた場合は、その承認
書の写し 

８ 当事者に相続が発生している場合は、相続により申請者が当該賃貸借を承継したことを証する書面 
 

農業委員会受付印 

申請者 
































































































